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重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後ま
で続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が一体的に提供さ
れる地域包括ケアシステムの構築を実現。

いつまでも元気に暮らすために･･･

生活支援・介護予防

住まい

地域包括ケアシステムの姿

※ 地域包括ケアシステムは、おおむ
ね３０分以内に必要なサービスが提
供される日常生活圏域（具体的には
中学校区）を単位として想定

■在宅系サービス：
・訪問介護 ・訪問看護 ・通所介護
・小規模多機能型居宅介護
・短期入所生活介護
・24時間対応の訪問サービス
・複合型サービス
（小規模多機能型居宅介護＋訪問看護）等

・自宅
・サービス付き高齢者向け住宅
等相談業務やサービスの

コーディネートを行います。

■施設・居住系サービス
・介護老人福祉施設
・介護老人保健施設
・認知症共同生活介護
・特定施設入所者生活介護

等

日常の医療：
・かかりつけ医
・地域の連携病院

老人クラブ・自治会・ボランティア・NPO 等

・地域包括支援センター
・ケアマネジャー

通院・入院 通所・入所
・急性期病院
・亜急性期・回復期
リハビリ病院

病気になったら･･･

医 療
介護が必要になったら･･･

介 護

■介護予防サービス

認知症の人

連携

地域ケア会
議の開催
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地域包括ケアシステムの構築について



在宅医療・介護連携の推進
○
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在宅医療・介護連携推進事業
 在宅医療・介護連携の推進については、平成23年度から実施し、平成26年介護保険法改正により、市町村
が実施主体である地域支援事業に「在宅医療・介護連携推進事業」が位置付けられ、平成27年度から順次、
市町村において本事業を開始。

 平成29年介護保険法改正において、都道府県による市町村支援の役割を明確化。平成30年4月以降、全て
の市町村において本事業を実施。

 令和２年介護保険法改正において、切れ目のない在宅医療と介護の提供体制を構築するため、地域の実情
に応じ、取組内容の充実を図りつつPDCAサイクルに沿った取組を継続的に行うことによって目指す姿の実
現がなされるよう取組が進められている。



【財源構
成】

国 25%

都道府県
12.5%

市町村
12.5%

1号保険料
22%

2号保険料
28%

【財源構
成】

国 39%

都道府県
19.5%

市町村
19.5%

1号保険料
22%

介護予防給付
（要支援1～２）

介護予防事業
又は介護予防・日常生活支援総合事業
○二次予防事業
○一次予防事業
介護予防・日常生活支援総合事業の場合
は、上記の他、生活支援サービスを含む
要支援者向け事業、介護予防支援事業。

包括的支援事業
○地域包括支援センターの運営
・介護予防ケアマネジメント、総合相談支援
業務、権利擁護業務、ケアマネジメント支援

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

新しい介護予防・日常生活支援総合事業
（要支援1～２、それ以外の者）

○介護予防・生活支援サービス事業
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防支援事業（ケアマネジメント）

○一般介護予防事業

包括的支援事業

○地域包括支援センターの運営
（左記に加え、地域ケア会議の充実）

○在宅医療・介護連携の推進
○認知症施策の推進
（認知症初期集中支援チーム、認知症地域支援推進員等）

○生活支援サービスの体制整備
（コーディネーターの配置、協議体の設置等）

介護予防給付（要支援1～２）

充
実

現行と同様

事業に移行

訪問看護、福祉用具等

訪問介護、通所介護

多
様
化

任意事業
○介護給付費適正化事業
○家族介護支援事業
○その他の事業

地
域
支
援
事
業

地
域
支
援
事
業

介護給付 （要介護1～５） 介護給付（要介護1～５）

介護保険制度改正による地域包括ケアシステム構築の取組全体像
＜見直し前＞ ＜見直し後＞介護保険制度

全市町村で
実施
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津市 在宅医療・介護連携推進事業の取組



津市 在宅医療・介護連携推進事業 事業項目

（1）在宅医療・介護連携に関して、必要な情報の 収集、整理及び
活用、課題の把握並びに医療・介護関係者に対して周知を行う事業
（１）ー①地域の医療・介護の資源の把握
（１）ー②在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討
（１）ー③切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進
（２）地域の医療・介護関係者からの在宅医療・介護連携に関する相談
に応じ、必要な情報の提供及び助言その他必要な援助を行う事業

（３）在宅医療・介護連携に関する地域住民の理解を深めるための普及
啓発を行う事業

（４）医療・介護関係者間の情報の共有を支援する事業、医療・介護
関係者に対して、在宅医療・介護連携に必要な知識の習得及び当該
知識の向上のために必要な研修を行う事業その他の地域の実情に応
じて医療・介護関係者を支援する事業
（４）ー①医療・介護関係者の情報共有の支援
（４）ー②医療・介護関係者の研修

※部会の協力を得て事業を進める
※（２）はセンター事業



津市在宅療養支援センターの取り組み（令和５年度）

マップ作成部会 連携体制部会研修・啓発部会

項 目 回 数 延べ人数

会 議 ２回 ５９人

打合せ １５回 １２７人

計 １７回 １８６人

項 目 回 数 延べ人数

会 議 ２回 ５８人

打合せ １１回 １２８人

計 １３回 １８６人

運営協議会
項 目 回 数 延べ人数

会 議 ２回 ３３人

在宅医療・介護ネットワーク会議

項 目 回 数 延べ人数

会 議 ２回 ６５人 相談支援

100件

・ホームページ啓発内容の検討
・在宅施設の情報収集
・在宅医療・介護実態調査内容の検討 など

・多職種連携の研修会・市民向け講演会の企画
※テーマ：多職種による退院支援カンファレンスの推進、在宅
看取りについて、在宅医療について（市民向け） など

・市内病院の地域連携部署情報をもとに意見交換
・入退院時情報の連携について、現状と課題など
・自己決定が困難な人の支援について

市民講演会

多職種連携研修会啓発リーフレット

項 目 回数 延べ人数

津ながる会議
（病院地域連携部署連絡会議）

１回 ２６人（１９病院）

津のわの会議
（地域相談窓口関係者連絡会議） １回 ８２人

項 目 回 数 延べ人数

多職種連携研
修会

４回 ６２４人

市民講演会 １回 １２１人

※「延べ人数」は各委員、津市担当課、事
務局を含めた人数

項 目 回 数 延べ人数

会 議 ２回 ４７人

打合せ ３回 ２７人

計 ５回 ７４人







地域の医療機関の分布、医療機能を把握し、
リスト・マップ化

結果を関係者間で共有

あいくるチーム員会議（地域の医療・介
護・行政・NPO・地域の核になる病院・診
療所スタッフが参画する）を月2回開催。

医療・介護関係者の連携を支援するコーディ
ネーターの配置。

在宅医療・介護連携に関する相談窓口の設置
介護事業所に出向いてカフェ方式で介護従事
者への支援。

在宅医療介護に携わる多職種が情報連携する
ICTツールとして、MCS（メディカルケアス
テーション）を導入、説明会の実施

医師会と連携して住民
向け啓発事業・講演会
を実施

在宅での看取り「縁起
でもない話をしません
か」の講演会の開催等

「ひとりじゃない!
チームでみとりいな」
改め「探求!ナイトス
クール まなびいな」
で多職種連携研修会を
実施

◆（イ）のあいくるチーム員会議は
病院で開催するため、新人看護師
の研修にも位置付けられており、
入院治療から在宅療養への支援の
流れを知る機会となっている。

○事業項目と取組例

紀南地域 在宅医療・介護連携推進事業の取組



紀南地域 在宅医療・介護連携推進事業の取組

開催の様子（ダイジェスト版）
https://youtu.be/gi4D56iRTSA?si=DUCEJkUCS4jErEOT



紀南地域 在宅医療・介護連携推進事業の取組


